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研究成果の概要（和文）：わが国では、都市近郊で開発されてきた住宅団地において、近年、居住者が一斉に高
齢期を迎え、そのオールドタウン化が深刻な問題となっている。こうした中で、自動車の利用が困難となった高
齢者による、買い物や通院などの生活交通をいかに確保、維持するかが重要な課題となっている。そこで本研究
では、商業施設や医療施設などの生活関連施設へのアクセシビリティ（アクセスのしやすさ）を評価するための
方法を開発した。そして、神戸市の郊外住宅団地を対象に、本手法を用いて住宅団地ごとにアクセシビリティを
計測し生活交通の実態を明らかにするとともに、改善に向けた交通戦略を提案し具体的な交通施策についてその
効果を予測した。

研究成果の概要（英文）：In Japan, many housing development areas in the suburbs, which have been 
recently faced with the problem of aging population, it is an important issue securing and 
maintaining convenience in daily travel such as shopping and going hospital for elderly residents 
who may not use cars. This study establishes a method for evaluating residents' convenience in daily
 travel using accessibility measures: one is utility-based accessibility measures and the other is 
measures based on a new index for measuring individual mobility using a capability approach. Next, 
in suburban housing development areas of Kobe City in Japan, current accessibility is shown for 
every neighborhood districts of each housing area, and some districts which have the problem with 
convenience in daily travel are revealed. Finally, based on calculation results, transportation 
strategies for improvement of current bus services and railway services are proposed and their 
effects are evaluated using accessibility measures.

研究分野：国土計画・交通工学
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1. 研究の背景 

わが国では、都市近郊で開発されてきた住

宅団地において、近年、居住者が一斉に高齢

期を迎え、そのオールドタウン化が深刻な問

題となっている。こうした住宅団地では、自

動車の利用を前提としたライフスタイルが定

着しており、自動車を利用することができな

い高齢者などの交通弱者にとっては、買い物

や通院といった日常的な活動を行うことが困

難な状況となっている。また、多くの住宅団

地は都心などへのアクセス交通手段として鉄

道利用を想定し、鉄道駅を中心として開発さ

れてきた。しかしながら、開発当初に比べて

人口の減少により鉄道などの公共交通機関利

用者は大幅に減少し、そのサービス水準は団

地内外を問わず低下しつつある。こうしたこ

とから、郊外住宅団地においては、高齢者な

どによる生活交通の利便性をいかに維持・確

保するかが重要な課題となっている。 

 

2. 研究の目的 

本研究では、まず郊外住宅団地を対象とし

て、居住者による生活交通の利便性を評価す

るために、商業・医療施設等の生活関連施設

へのアクセスのしやすさ（アクセシビリテ

ィ）を計測する指標を提案する。そして、神

戸市北区と西区に位置する郊外型の住宅団

地を対象に、提案したアクセシビリティ指標

を用いて、居住者による生活交通の利便性の

現状を評価し、生活交通の維持・確保に問題

のある地区の抽出を行う。さらに、得られた

分析結果を踏まえて、住宅団地ごとに生活交

通を確保、維持するための交通戦略を示し、

具体的な施策についてアクセシビリティを

推定しその効果を予測する。 

 

3. 研究の方法 

住宅団地居住者の生活交通におけるアク

セシビリティを計測するために、以下の２通

りの指標を提案した。 

一つは、確率効用理論に基づくアクセシビ

リティ指標であり、選択モデル（ロジットモ

デル）の分母の対数（ログサム）としてアク

セシビリティを計測するものである１）。具体

的には、生活交通を生活圏域内・域外交通に

区分し、域内交通として、商業施設・医療施

設・最寄り鉄道駅へのアクセス交通を、域外

交通として都心へのアクセス交通を取り上

げる。そして、域内・域外のそれぞれのアク

セス交通に対して、目的地・交通手段の選択

行動モデルを構築する。その後、選択行動モ

デルから得られるログサムを用いて、域内・

域外交通におけるアクセシビリティをそれ

ぞれ計測する。さらに、算出したアクセシビ

リティを得点換算し、生活交通における利便

性を総合的に評価する。とりわけ、本指標を

用いることによって、目的施設の規模と配置、

公共交通サービス水準、地形・地勢条件をア

クセシビリティに反映させることができる

こと、自動車の利用が困難となった場合のア

クセシビリティの変化を把握できること、公

共交通機関間の競合関係をアクセシビリテ

ィの大小で明らかにできることなどがあげ

られる。  

もう一つは、潜在能力アプローチの考え方

にもとづいて２）考案したモビリティの計測指

標を、従来から用いられているアクセシビリ

ティ指標に組み込むことによってアクセシ

ビリティを計測するものである。具体的には、

まず「徒歩」「自分で運転」「同乗」「バス」「鉄

道」の 5通りの交通手段について、それぞれ

の利用可能性に関わる「財・資源」と「変換

能力」を整理する。そして、交通手段の利用

可能性を、「財・資源」ごとに「変換能力」

を掛け合わせることによって算出する。ただ

し、変換能力には、個人の身体制約や時間的

な制約などによる能力の低下を反映させる

ために、それらによる減衰効果を表現できる

ようにする。また、変換能力は既存のデータ

と独自に実施したアンケート調査から推定



したパラメータ値を組み合わせることで、個

人によるばらつきを表現できるように工夫

する。また、既存の重力モデルに利用可能性

指標を掛け合わせることによってアクセシ

ビリティを計測するための指標を作成する。 

 

4. 研究成果 

研究対象地域として、神戸市の郊外住宅団

地 51 団地をとりあげた。当該地域は、六甲

山の背後地域に位置し、1960 年代から開発

が行われており多くは鉄道路線の沿線に立

地している。これらの住宅団地では、開発年

次が古い団地ほど高齢化が進行しているこ

と、利用者の減少にともない団地内での生活

関連施設の撤退や公共交通サービス水準の

低下がみられること、生活交通の自動車への

依存度がきわめて高いこと、斜面に開発され

た団地が多く歩行者や自転車での移動の障

害となっていること、などが問題点としてあ

げることができた。 

次に、確率効用理論に基づくアクセシビリ

ティ指標を用いて、住宅団地における生活圏

域内・域外交通のアクセシビリティをそれぞ

れ計測し、居住者による生活交通の利便性を

総合評価した。このために、まずパーソント

リップ調査の結果をもとに、交通手段、ある

いは目的地・交通手段の選択行動モデルを構

築したが、いずれも良好な精度でパラメータ

を推定することができた。得られた選択モデ

ルをもとに、各団地の現況のアクセシビリテ

ィを計測した。この結果、商業・医療施設の

配置や規模によりアクセシビリティが地域に

よって偏在していること、地形条件（距離・

勾配など）によって徒歩・自転車によるアク

セシビリティが低下している状況を示した。

また、開発当初の意図に反して最寄り鉄道駅

のアクセシビリティが低く充分に活用されて

いないこと、競合バス路線のアクセシビリテ

ィが鉄道駅の利用によるアクセシビリティを

上回っていることが示され、地域の公共交通

システムを統合することの必要性を明らかに

した。さらに、現況のアクセシビリティの計

測に加えて、自動車が利用できない場合を想

定してアクセシビリティを計測した。この結

果、アクセシビリティの低下を団地ごとに示

すことによって、自動車への依存度を明らか

にすることができた。さらに、自動車への依

存度と居住地ごとに高齢化の進行状況と重ね

合わせることによって、生活交通の利便性を

確保する上で、問題を抱えている地区を抽出

した。すなわち、居住者の高齢化が深刻化し、

域内・域外の生活交通の利便性を早急に確保

すべき地区や、今後高齢化が進行することに

よって、生活交通の利便性を確保することが

できない人々が増加する可能性のある地区な

どを抽出することができた。  

次に、ケーススタディエリアとして取り上

げた住宅団地において、居住者へのアンケー

ト調査の回答結果をもとに、5 通りの交通手

段（「徒歩」「自分で運転」「同乗」「バス」「鉄

道」）について利用可能性指標を個人ごとに

算出した。そして、得られた 5通りの交通手

段の利用可能性指標に対して、年齢階層別に

クラスター分析を適用した。この結果、加齢

によりモビリティの低下がみられるととも

に、年齢階層ごとに複数のモビリティパター

ンを抽出することができた。また、いずれの

年齢階層においても、自動車(自分で運転・同

乗)を利用できるグループと利用が困難なグ

ループに 2分され、65歳以降の年齢階層にお

いては、モビリティ水準が著しく低いグルー

プが存在している一方で、ある程度のモビリ

ティが保たれているグループがみられた。こ

のように、同じ年齢階層であっても、特に同

じ高齢者層であってもモビリティ水準には

多様性がみられることを明らかにした。次い

で、提案した個人の交通手段の利用可能性指

標に、重力モデルに基づくアクセシビリティ

指標を乗じることによって、個人のモビリテ

ィ水準の多様性をアクセシビリティ指標に



反映させることを試みた。この際、時空間プ

リズムの概念を用いた個人の活動制約項を

同時に付加させることによって、新たなアク

セシビリティ指標を構築した。この結果、個

人によるモビリティ水準の差異とともに、外

出可能な時間と公共交通のダイヤのミスマ

ッチによって生じる減衰効果を考慮するこ

とが可能となった。さらに、ケーススタディ

エリアとした住宅団地において、具体的な改

善施策（バス路線の改編・新設）を実施した

場合について、新たなアクセシビリティを計

測しその効果を個々人が有するモビリティ

水準ごとに評価した。 

本研究では、上述したように 2通りのアク

セシビリティ指標を提案することによって、

郊外住宅団地における生活交通の利便性を

定量的に評価することが可能となった。まず、

確率効用理論ベースの指標については、施設

の規模・配置や地形・地勢、公共交通サービ

ス水準、自動車利用の可否等がアクセシビリ

ティに及ぼす影響を明らかにでき、特に地域

の自動車への依存度を明示することにより、

高齢者にとっての問題地区を抽出できた。ま

た、潜在能力アプローチに基づくモビリティ

指標をアクセシビリティ指標に組み込むこ

とによって、個々人のモビリティの多様性、

とりわけ高齢者における多様性を考慮した

上で、生活交通の利便性を評価することがで

きるようになった。こうしたことから、個々

人が有するモビリティ水準に応じたよりき

め細やかな生活交通対策を検討することが

可能となった。 

このように本研究で提案したアクセシビ

リティ指標を用いることによって、地域全体

としてみた場合とともに、個々人のモビリテ

ィ水準ごとにみた場合についても生活交通

における利便性を評価することができるよ

うになった。この結果、高齢化に対応した郊

外住宅団地の生活交通の維持・確保の方法を

検討する上で、きわめて有用な計画情報を提

供できるようになったと考える。今後は、こ

うした方法を、同様な課題を抱えるわが国の

他の住宅団地においても適用し、方法論の有

効性を検証するとともに更なる改善を図っ

ていきたい。 
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